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１．著作物 

[3] 文化庁案「著作権審議会第六小委員会（コンピュータ・ソフトウェア関係） 

       中間報告」（21） 
 
Ⅷ 救済制度 

 著作権法をプログラムに適用した場合の権利侵害に対する民事上の救済措置として

は、①差止請求権（著作権法１１２条第１項）、損害賠償請求権（民法第７０９条、第

７１０条）、不当利得返還請求権（民法第７０３条）、損害額の推定（著作権法第１１４

条）、名誉回復等の措置の請求（著作権法第１１５条）、が認められている。特に、損害

額の推定は、著作権、出版権、著作隣接権が侵害されたとき、権利者側が損害額の立証

が困難であるため、権利者保護により損害額の挙証責任の転換を図ったものである。 
 中間報告では、簡単にプログラムの複写が可能であることなどプログラムの権利侵害

が行われやすいことから、損害賠償について被った損害の２～３倍の賠償を請求できる

ようにしてはどうかという意見もあったが、プログラムだけにそのような高額な賠償を

認めることはできず、結果的に他の無体財産権の保護全般に影響を及ぼすこと、プログ

ラムに特別措置を講ずると、現行の著作権法体系上にも問題が生ずることから、不適切

であるとされた。また、プログラムについてのみ、権利侵害による挙証責任の軽減や転

換を図ることも不適切とされた。 
 また、プログラムに関する権利侵害訴訟は、高度な専門技術の知識で必要であるもの

が多く、しかも時間が経過すると損害が大きくなることから早期解決が望まれたため、

積極的にあっせん制度（著作権法第１０５条～第１１１条）を活用すべきであるとされ

た。法的拘束力もある仲裁や調停も必要と言う意見もあった。 
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